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第５回首都圏連合フォーラムの開催趣旨 

今後の首都圏における連携施策に取り組むため、九都県市の首脳と経

済界の代表等民間の方たちなどによるフォーラムを設置し、行政と民間

の取組状況を踏まえ、幅広く率直な意見交換等を行っております。 
今回の第５回首都圏連合フォーラムは、「地球温暖化への対応 ～成長

につながる首都圏のスマートシティ戦略～」について意見交換を行いま

す。 
 
九都県市首脳会議について 
１  構成員 

埼玉県知事、千葉県知事、東京都知事、神奈川県知事、横浜市長、川崎市長、

千葉市長、さいたま市長、相模原市長 
２  経緯 

昭和54年(1979年)に六都県市首脳会議として発足し、平成４年に千葉市長、平

成15年にさいたま市長、平成22年に相模原市長が加入し、現在の九都県市首脳会

議となりました。 

３  会議の目的 
九都県市の知事及び市長が長期的展望のもとに、共有する膨大な地域活力を生

かし、人間生活の総合的条件の向上を図るため共同して広域的課題に積極的に取

り組むことを目的としています。 
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Ⅰ プログラム 

＜日時＞平成２２年１１月１５日(月) 

                １４時３０分～１６時００分 

＜会場＞六本木ヒルズ森タワー４０階 

    六本木アカデミーヒルズ４０ 

 

１ 開 会                 

２ あいさつ 

３ 意見交換 

テーマ   

「地球温暖化への対応 

～成長につながる首都圏のスマートシティ戦略～」 

４ まとめ 

  第５回首都圏連合フォーラム宣言 

５ 閉 会 
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Ⅱ 出席者 
 

 

松
ま つ

 永
な が

   功
いさお

 

 埼玉県商工会議所連合会会頭・さいたま商工会議所会頭 

2010年から現職。株式会社松永建設 代表取締役会長。 

社団法人さいたま観光コンベンションビューロー理事。 

 

 

 

石
い し

 井
い

 俊
と し

 昭
あ き

  
 千葉県商工会議所連合会会長・千葉商工会議所会頭 

2010年から現職。 千葉県法人会連合会会長。 

千葉県警察官友の会連合会会長。千葉県経済同友会顧問。 

首都圏中央連絡自動車道建設促進県民会議世話人。 

千葉県経済諮問会議委員。千葉県行政改革推進委員会委員。 

 

岡
お か

 村
む ら

   正
ただし

 
 東京都商工会議所連合会会長・東京商工会議所会頭 

2007年から現職。㈱東芝相談役。日本商工会議所会頭、 

関東商工会議所連合会会長、日本銀行参与、 

経済産業省中小企業政策審議会会長、 

子育て応援とうきょう会議会長、(社福)東京都共同募金会会長。 

 

佐々木
さ さ き

 謙
け ん

 二
じ

 
 神奈川県商工会議所連合会会頭・横浜商工会議所会頭 

2007年から現職。日本発条（株）代表取締役会長。 

日本商工会議所副会頭。 

 

 

 

 

 

地域経済団体の代表 （敬称略） 
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山
や ま

 田
だ

 長
お さ

 満
み つ

 
 川崎商工会議所会頭 

2010年から現職。東京ＪＡＰＡＮ税理士法人理事長。 

川崎市地域雇用創造推進協議会代表、 

川崎ものづくりブランド推進協議会会長、 

かわさきイノベーション連絡協議会会長。 

 

河
か わ

 本
も と

 洋
よ う

 次
じ

 
 相模原商工会議所会頭 

2001年から現職。東邦電子㈱取締役会長。相模原市産業振興財団理事長、 

相模原市公共交通網の整備を促進する会会長、 

相模原市フィルム・コミッション協議会会長、 

相模原市特別職報酬等審議会会長。 
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柏
かしわ

 木
ぎ

 孝
た か

 夫
お

 
 国立大学法人東京工業大学 教授 

東京農工大学大学院教授を経て、現在、国立大学法人東京工業大学教授。

経済産業省産業構造審議会臨時委員、産業技術分科会委員 他。専門分

野は、環境・エネルギーシステム工学、冷凍・空気調和、応用熱工学。 

 

鳥
と り

 原
は ら

 光
み つ

 憲
の り

 
 東京商工会議所副会頭・環境委員会委員長、 

東京ガス㈱取締役会長 

2010年から現職。東京ガス（株）取締役会長。 

日本商工会議所特別顧問・環境専門委員会委員長。 

（社）日本ガス協会会長。厚生労働省労働政策審議会委員。 

 

有 識 者 （敬称略） 
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上
う え

 田
だ

 清
き よ

 司
し

（埼玉県知事）   森
も り

 田
た

 健
け ん

 作
さ く

（千葉県知事） 

 

 

 

 

石
い し

 原
は ら

 慎
し ん

太郎
た ろ う

（東京都知事）   松
ま つ

 沢
ざ わ

 成
し げ

 文
ふ み

（神奈川県知事） 

 

 

 

 

林
はやし

  文
ふ み

 子
こ

（横浜市長）    阿
あ

 部
べ

 孝
た か

 夫
お

（川崎市長） 

 

 

 

 

熊
く ま

 谷
が い

 俊
と し

 人
ひ と

（千葉市長）    清
し

 水
み ず

 勇
は や

 人
と

（さいたま市長） 

 

 

 

 

加
か

 山
や ま

 俊
と し

 男
お

（相模原市長） 

 

 

 

 

九都県市首脳 
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Ⅲ 議事録 
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１ 座長あいさつ 

東京都知事 石原 慎太郎 

 

皆さん、こんにちは。 

本日は、お忙しい中ありがとうございます。なかなか厄介な時代になってしまいま

した。この辺でやはり行政の担当者、経済の担当者の方々が知恵、率直な意見を出し

合い、日本の頭脳であり心臓部である首都圏が、日本を引っ張っていかなきゃならな

い責任があります。 

最近になって始めました、経済界の方々に加わっていただいてのこの首都圏連合フ

ォーラムは、ますます時代的に意味のあるものとなると思いますので限られた時間で

はございますが、率直にご意見を賜りまして、行政の担当者も大いにそれを活用し、

選ばれた者としても、国民、県民の期待にこたえていきたいと思います。よろしくお

願いいたします。 

それから、所用が重なっておりまして、中座いたしますが、かわりに猪瀬副知事が

担当します。よろしくお願いします。 
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２ 意見交換 

 

○進行 

それでは、今回新たにご参加くださいました方々をご紹介したいと存じます。 

埼玉県商工会議所連合会の松永功会頭でいらっしゃいます。 

千葉県商工会議所連合会の石井俊昭会頭でいらっしゃいます。 

川崎商工会議所の山田長満会頭でいらっしゃいます。 

相模原商工会議所の河本洋次会頭でいらっしゃいます。 

続いて有識者として、東京工業大学の柏木孝夫教授でいらっしゃいます。 

同じく東京商工会議所環境委員会委員長の鳥原光憲副会頭でいらっしゃいます。 

それではまず報告事項につきまして事務局より説明事項がございます。 

○事務局 

事務局よりご報告します。資料「首都圏の社会資本整備に関する提言」をご覧いた

だきたいと存じます。これにつきましては、本年８月３日に提言として実施しており

ます。我が国の国際競争力強化に向け首都圏の道路、空港、港湾の重点的整備を関係

省庁に提言しております。首都圏の広域的課題に行政と民間が一体となりまして首都

圏として初めて提言を取りまとめたものでございます。 

提言の具体的内容については、お手元に配布しました資料をご参考にしていただき

たいと存じます。事務局からは以上です。 

○進行 

それでは、テーマでございます地球温暖化への対応につきまして、東京商工会議所

岡村会頭に座長をお願いしたいと存じます。 

○テーマ座長（岡村東京都商工会議所連合会会長・東京商工会議所会頭） 

ご指名いただきました東京商工会議所の岡村でございます。

どうぞよろしくお願いいたします。つたない進行役ではござ

いますが、お許しをいただきまして、活発なご意見をいただ

ければと思います。 

今回は成長につながる首都圏のスマートシティ戦略につい

てということで、ややまわり廻ったような話になっています
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が、基本的には環境と経済の両立をどう図って、どう環境対策に臨んでいくかという

ことがテーマでございまして、具体的には４つほど既に手元にお届けしていると思い

ますが、 

１つは都市全体の効率的なエネルギー利用ということで、主としてエネルギー問題。 

２番目には環境負荷の少ない都市構造、交通体系ということで、これはインフラ関係

と。 

３番目に、環境関連産業の育成・雇用創出ということで、経済の成長。 

４つ目に、環境コミュニティーということで、環境問題はやはり住民や市民団体、あ

るいは、企業主が自主的に行うことが必要である、その観点をこれからどう捉えてい

くか。 

４つの大きな問題を、これから議論いただくわけですが、自治体、企業、国の役割

なども踏まえてご議論をいただければと思いますので、よろしくお願いいたします。

それでは、初めに柏木先生から論点提供をしていただきたいと思います。15 分という

ことで、短い時間で大変恐縮ですが、よろしくお願いします。 

○柏木東京工業大学教授 

今、世界の３つの事実というのがあります。こういう政治

がらみの先生方というのは数に単純な方がよいと思っていま

す。 

まず、４分の１。世界の中で 69 億人いますが、世界の中で

電気のない暮らしをしているのが、４分の１の 16 億人です。 

それから３分の１というのが、チャイニーズとインディア

ンが世界の３分の１。だいたいチャイニーズは公称 13 億人、インディアン 11 億、12 億

人かもしれない、24 億人でしょうね。ですから世界の中で人口が３分の１。彼らの中

で４割くらいはまだ電気を使っていないかもしれない。 

それから、半分というのは２分の１。４、３、２ときましたね。これは、世界で確

認されている石油の確認埋蔵量です。これは富士山をカップにしたらどれくらいだと

思いますか。半分しかないと。 

こういう事実を踏まえて、これから爆殖するであろう中国、インド、ベトナムもそ

うかもしれませんが、彼らが我々と同じような暮らしをしてみたら、石油埋蔵量は富

士山のカップ半分ですから、化石の枯渇というのは目に見えているわけで、争奪戦に
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なるわけです。そういう意味ではやはり化石から非化石への流れを加速させる。 

もう１つ、今はまさに高炭素社会です。今、低炭素というキーワードでモノが語ら

れることが多いですが、低炭素社会をやっているところはどこもない。強いて言えば、

フランスぐらいでしょうか。あとは再生可能エネルギーをどう高めていくかですね。

私は現政権、旧政権の双方に関与していますが、自分の主張を言っているだけです。 

今、現政権の指名で固定価格買い取り制度をやっていまして、今年いっぱいにけり

をつけて法律を出すということを考えています。通るかどうかはわかりません。高い

ものを市場に入れていくわけですから、市場原理では入るわけがない。誰かが負担す

るわけです。マジックは全くありません。国民負担になるわけです。今度サーチャー

ジが増えるとどうなるかというと、こんなに増えるのだったらちょっと待てというこ

とになるかもしれません。 

再生可能エネルギーの中で、我々が狙っているのは太陽光発電です。旧政権の麻生

首相時代に官邸に呼ばれました。彼は 20 という数字が大好きで、2020 年の新エネル

ギーの目標はいくらかと。2020 年、2005 年ベースの太陽電池の導入量を 20 倍の

2,800 万キロワット入れると。2,800 万キロワットということは、３件から４件に、南

向きの屋根に３キロワットから４キロワット太陽電池が全部入ってくるという事態で

す。今はまだ 300 万キロワットしか入っていないですからね。これをこの 10 年間で入

れていくというのは大変なことです。そのために現政権では、国民からサーチャージ

をとって固定価格の買い取りをやると。    

昨年から家庭用の住宅、非住宅だけは、太陽光発電からの余剰電力を 48 円で買い

取り始めた。昨年度は２ヶ月だけですからサーチャージはまだ０ですけど、来年くら

いから徴収が始まります。東京電力は需要が大きいですから、あんまりサーチャージ

は払わないで済む。九州に行きますと１軒あたり月に５円くらい取られるんじゃない

でしょうか。それが今度の制度で、再生可能エネルギーの全種、全量を固定額買い取

りだとなりますと、バイオマスから地熱から中小水力から風力から全部全種、全量に

なります。大体 2020 年で１軒あたり 200～300 円のサーチャージが月についてくる可

能性がある。それを是とするか非とするかは、これから考えていくことになると思い

ます。 

いずれにせよ、世はまさにまだ高炭素社会ですが、高炭素社会の中にこれからの経

済成長はないと私は思っています。できれば化石から非化石の流れを加速させる。か
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つ、それだけではだめなので、よく、それだけでいけると二者択一のようなことを言

う人が多いですが、全くそうではなくて、やはり、化石燃料の高度利用と両輪で対応

してこないと、本格的な経済成長は簡単には見込めないと私は思っています。この両

輪をどうするか。これから 2020 年にかけてエネルギーのパラダイムのシフトが起きて

くる時代です。 

今申し上げた固定価格買い取りをやりますと、一挙に太陽電池等が増える。そこで

問題なのは、ただ増やせばいいかというとそうではないのです。電力というのは、50 万

ボルト、100 万ボルトから、ずっと電圧が下がってきて、一番端末が 100 ボルトです。

100 ボルトのところはいつもエネルギーを消費するだけだったのが、そこに太陽電池

がついてくるわけです。一番端末から今度は電力の噴き出しが出てくることになりま

す。そうすると電力会社もたまったもんではなくて、消費してるなと思ったら、晴れ

てきたら電力の噴き出しが出るわけですから。そこに電信柱にＩＣＴを入れたり、リ

チウムイオン系などの電池を入れたりして、もし需要と供給の関係のバランスがずれ

たらそこでエネルギーをしまっておく。またいろいろなところにセンサーを入れる。

家の中にはスマートメーターが入り、それら全部に携帯電話と同じ機能を持たせる。

この電話機能が電力計に入ってくるわけです。電力会社がそれでリモートスイッチ、

リモートセンシングができる。鳥原会長のガス会社も安全の観点から既にやっていま

すね。こういう情報通信を使ったセンシングをやっているわけです。そのコンセプト

を、アメリカのオバマさんはスマートグリッドと呼んでいます。今までの一方向だけ

の流れを、ＩＣＴを入れて双方向で制御をかけていこうとするものです。 

太陽光発電の導入量はそういう系統対策コストも考え併せた上で、社会コストミニ

マムとはどうあるべきかを考えるべきなのです。低炭素型に持っていくにはどうすれ

ばいいかを総合的に考える時代がやってきたわけですが、低炭素というと既に述べた

ように、現状レベルのエネルギーシステムの延長線上にはないわけです。非化石系を

入れたりいろいろなことをやるわけですが。そうなると今まででしたら売れて売れて

困る商品であればどんどん会社を大きくしていけばよかったのですが、売れない商品

の中にどうやって成長戦略を見つけるんだということになり、今の政権も前の政権も

そうですが、一番厳しい問題に直面しているのです。 

通常はＭ＆Ａになるわけです。これから 10 年間かかってエネルギー業界はＭ＆Ａ

の非常に大きな変化が現れてくる。ですから、簡単に言えば、本州には６社電力会社
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がありますが、電力会社がずっと６社であり続ける保証は全くないわけで、これは３

つぐらいのグループになってアライアンスを組むかもしれません。その時に電力会社

のような大物がＭ＆Ａを始めると、地域に根ざした小さなガス会社などを取り込むか

もしれません。ガス＆パワーモデルができてくるかもしれない。そこに車も入ってく

る。大事なことは、こういうふらふらした不安定性の電源がたくさん入ってくるとい

うことは、間違いなく、何かその不安定性を吸収するものがなければしょうがないわ

けで、それが普通は電池なんですね。この携帯電話のリチウムイオン電池というのは、

３ワットアワーです。100 ワットの電球は２分しかつきません。軽自動車の三菱アイ・

ミーブがどれくらい積んでいるかというと 5,000 個分、プラグインハイブリッドのプ

リウスが 5.2 キロワットアワーですから、1,500 個分くらい積んでいるわけです。で

すからそういう意味では、ちょうど暮らしとエネルギーと車のイーモビリティーとい

うのは極めていいマッチングをしているということになります。これが、低炭素型社

会に暮らしとエネルギーを変えていく一つの大きな機動力になってくる。 

この元年はいつか。これは 2012 年と言われています。今まで電気自動車、すなわ

ちイーモビリティーの商用化は、2013 年、14 年と迷っていましたが、早まり、もろに

アメリカからの波も入ってくる、日本の中でも成長戦略がここにあるということで、

2012 年に日本の車のメーカーは揃ってイーモビリティーを出してくる。もちろんトヨ

タはもうプラグインハイブリッドというのを出してますね。三菱は既に売り出してい

る。これからは 2012 年を契機にディマンドサイドのエネルギーシステムに車が入って

くる。 

そうすると、世の中変わりますよ。屋根に太陽電池、給湯器のかわりに燃料電池、

車のかわりに電気自動車、イーモビリティー、あるいはプラグインハイブリッド。ち

ょうど一軒家が使うエネルギー量と車が持っている蓄電している量がマッチングする

というところが非常によい。ですから、夜間電力を蓄電して負荷を平準化できる。そ

して、今度はビークル to ホーム、要するに夜間電力で充電して、昼間にピークになる

エアコンをつける時は、今度はビークル to エアコンということもあるし、どこかに奥

さんが買い物に行けば、ビークル to スーパーマーケットということもあるわけです。

プラグイン車でポンとプリペイドカードを入れておく。スーパーマーケットがピーク

の時には電気を売る。今ならいくらかで買い取ってくれる。そしてある程度買い物を

すれば、太陽電池からの電力をこの車が蓄電して帰ってくることができる。 
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すなわち車自体が電力の融通の一つの大きな移動体になってくる。ある意味では、

スマートハウス、スマートコミュニティ、さらにはスマートマンションなんていうの

もできてきます。スマートマンションになりますと、大体１軒に１台車があったとし

て、都市部以外だと１軒に１台は車があると思いますが、２台持つ必要がなくなる。

カーシェアリングのシステムが入ってきて、屋根に太陽電池、その不安定性を取るた

めに車という蓄電池がデマンドに入ってくる。これは、まさに社会コストが最も少な

くスマートができてくる一つの大きな機動力になる。低炭素化というエネルギー市場

が縮小してゆく中に、成長戦略を見出していくとなるとどこでやるかというと、今ま

で述べてきたように、スマートシティのような形でコンパクトなシティをつくり、既

存のメガインフラを基盤に分散型ネットワークを入れて、かつ自然エネルギーを最大

に取り込み、そしてそこに車がセットに入ってくることによって、自然エネルギーを

内部に取り込んだ低炭素型のコミュニティーができてくる。今度は住宅地がこういう

低炭素型コミュニティーになってきますから、今度はそこで出てくるグリーンパワー、

これを都心部のほうに託送すれば、これをスマートシティと呼ぶわけです。それをど

こでこれから実践していくのか。私は、財源が潤沢にある首都圏でこういうものが部

分的にできてゆくのではないかと思っています。 

最後に申し上げたいのは、Ｍ＆Ａの中に成長戦略を見出す。今の日本は財源があり

ませんから、一番手っ取り早いのは、スーパー特区なんです。対象領域の規制を取り

はずし、真っ白にするわけです。スーパー特区にする特区構想自体は、お金をかけな

い成長戦略ではないかと私は思っていまして、そういう意味ではある地域の一部をス

ーパー特区構想にして、これを環境未来都市なるものに位置づけ、あるいは、スマー

トコミュニティのような形で位置づけをし、そしてお金をかけないでまず規制を少し

取り払うことによって経済成長を成し遂げる。そこにはＭ＆Ａが入ってきます。ガス

＆パワー、石油と、ＩＣＴ、車の産業等が入ってきて、そしてアライアンスを組む。

そのアライアンスを組んだものを、そっくり例えば高炭素型社会のチャイナ、ベトナ

ム、インドに輸出していく。ここら辺が日本がこれから成し遂げられる一つの大きな

力なのではないかというように思います。 

これをどこでやるかというと、結局はトップダウンでやらなければならないと私は

思っています。今、スマートコミュニティ構想というのが経済産業省ベースで４つ選

ばれております。横浜市は、私ども審査員をやらせていただきましたが、大変、志が
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高く、ガス＆パワーモデルになっているし、車もイーモビリティーが入っている。そ

こにＩＣＴが取り込まれて、日本のスマートシティ構想のショーケースを見せようと

しているわけです。 

そういうモデル構想が実証されますと、それをそっくり例えば中国に移転していく。

その中に日本の経済成長みたいなものが見出されるように思っています。今日この会

議の中で、この構想を誰が主導するのかというのをよく考えていただきたい。このあ

いだ日立の中西社長と話をしていて、スマートコミュニティはいい、ＮＥＤＯの中に

はスマートコミュニティアライアンスがあって、500 社以上が参画している。ところ

が、誰がイニシアチブを取るかが明確になっていない。例えば日立とか東芝が出ると

なると、電力会社が待てという話になるし。電力会社がイニシアチブを取るという話

になると、それもちょっと待てということになる。誰かが取らないとアライアンスを

組み、推進できないんです。 

誰が推進するかというと、私は自治体の役目だと思っています。地産地消のシステ

ムを推進するには、一番住民に近い、自治体がまずイニシアチブを取り、そしてその

パワーによって企業がアライアンスを組める。アライアンスを組むというのは、ＳＰ

Ｃのような形で、すなわちスペシャルパーパスカンパニーのようなものをつくって、

複数の企業が出資をして、そこでのエネルギーサービスを行うサービス会社を設立す

る。こういうビジネスモデルにすれば、最初のステップは急速に進められるのだろう

と思っています。 

ですから、まずは官がオーソライズするということから始めないと、口で言うのは

簡単ですが、言葉だけで終わる可能性がある。早急に手を打たないと、2020 年にはＧ

ＤＰが 14、5 番目の国になるかもしれないという危機感を持っています。トップレベ

ルでのご判断をいただきたいと強く思います。 

○テーマ座長（岡村東京都商工会議所連合会会長・東京商工会議所会頭） 

柏木先生ありがとうございました。大変短いプレゼンテーションで先生も言い尽く

しておられないこともございますので、ディスカッションの中でいろいろアドバイス

をいただきながら議論を進めていきたいと思います。 

２年前にも地球温暖化問題について議論をさせていただきました。２年前と今を比

べるとはるかに環境技術も進み、環境問題に対する意識も進んでいるということです

ので、ぜひ、これからの具体的な議論には、実践的なご提案をいただいてそれを今日



 16

の一つの大きな目標にして進めていきたいと思っています。 

与えられた議論の時間が 50 分ということで、お１人３分話していただくと終わっ

てしまうという感じですので、発言は簡潔にできれば、ということで冒頭にお願いし

ております。   

先ほどお話がございましたように、既に横浜市さんでは、スマートコミュニティの

お話が始動していると伺っておりますので、まず冒頭に横浜市さんからご発言いただ

けたらと思いますのでよろしくお願いいたします。 

○林横浜市長 

はい。ありがとうございます。それでは簡単に、お手元の

スマートシティプロジェクトの資料に沿いまして、どのよう

なことを行っているかをお話させていただければと思います。 

本市では、経済産業省のお話もありましたが、次世代エネ

ルギー社会システム実証地域に選ばれました。これは、横浜

スマートシティプロジェクトとして、本市が提案したものを

選んでいただいたわけです。 

具体的な実証地域でございますが、３か所で取り組みます。先進的な都市づくりを

進めているみなとみらい２１地区で、今回のＡＰＥＣの舞台になったところです。そ

れから、郊外の大規模団地の港北ニュータウンです。さらに、中小企業の工業団地と

住宅が隣り合って立地しているという横浜南部の埋立地、ここを我々は金沢グリーン

バレーと呼んでいますが、この３か所で実証していこうということです。 

この横浜スマートシティプロジェクト、ＹＳＣＰと略しておりますが、この目的は、

2014 年までに実証地域全体で、６万４千トンという大胆なＣＯ２の削減を実現するこ

とです。そして、この実証実験で構築した様々なシステムをパッケージとして、アジ

アを初め世界に展開するということです。具体的な取組ですが、資料の右上にありま

すように、太陽光発電システム、住宅や業務ビル単位のエネルギー管理システムなど

を導入しまして、これをネットワークでつなぐことによって、地域全体でエネルギー

使用の最適化を実現する地域エネルギーマネージメントシステムの構築です。また、

電気自動車を大量に導入しまして、交通システムにおけるエネルギーの有効利用を図

ります。平成 26 年度までに、太陽光発電 27 メガワット、電気自動車約 2,000 台の導

入を目指しています。 
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このプロジェクトの特色ですが、こうしたシステムを、導入しやすい新規の開発地

域ではなく、市民の皆さんが実際に暮らしている既成の市街地に導入することで、汎

用性の高いシステムを目指すことが挙げられます。これは横浜の今回のプロジェクト

の特徴です。このプロジェクトの推進体制ですが、資料の右にＹＳＣＰ運営体制とあ

りますが、こちらに各企業の名前が出ています。東芝、日産自動車、東京ガスなど民

間企業７社と横浜市が共同で推進していまして、企業の英知を結集して、実用化まで

あと一歩に迫った最先端技術を、横浜を舞台に実現させていきたいと考えています。 

プロジェクトのもう一つの意義ですが、経済の活性化です。本市にもさまざまな技

術やノウハウを持った企業が、規模の大小問わず数多くあります。そうした企業が技

術革新にチャレンジしたり、新たなビジネスチャンスをつかんで成長発展していくこ

とが、地域経済の活性化に直結しています。このため、スマートシティプロジェクト

と、地元企業を結びつけるために、役所側の体制強化にも取り組んでいます。 

昨日終わりましたＡＰＥＣに合わせ、スマートシティプロジェクトの取組の一環を、

ＡＰＥＣ会場のみなとみらい地区の住宅展示場で、デモンストレーションを行いまし

た。ここでは、スマートシティを構成する電気自動車や家庭のエネルギー管理システ

ムといった要素技術を、身近な生活空間をイメージさせるモデルルームに溶け込ませ

て展示することで、会議に参加された方々や、メディアの皆様にわかりやすくご説明

いたしました。ＡＰＥＣの会議参加者の要人の方々にも、ご覧いただき、参加企業の

技術力を海外に発信することができたのではないかと思っています。 

実は、同じみなとみらい地区を舞台に、民間参加型の総務省事業として、お話に出

ました通信技術、ＩＣＴを活用したエネルギーマネージメントの実証実験も始まって

います。こうしたプロジェクトを集中的に展開することによって、横浜市全体を都市

環境技術のショーケースとしていきたいと思っています。 

市民や企業の皆様に無理や我慢を強いる地球温暖化対策は、決して長続きしません。

今後、何十年も温暖化対策を着実に進め続けていくためには、仕組みづくりが重要で、

その一つが、スマートグリッドを基盤とした次世代のエネルギー社会システムだと考

えています。 

本市では、このスマートシティで実証した技術の海外展開を目標に据えて、積極的

に取り組んでいきたいと思います。アンケートで調査させていただいても、環境技術

の開発に市内の企業も取り組んでいきたいとおっしゃっています。 
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先生からのお話もありましたが、行政としては、これを繋いで、リーダーシップも

取りつつ推進していくことを考えています。どうもありがとうございました。 

○テーマ座長（岡村東京都商工会議所連合会会長・東京商工会議所会頭） 

どうもありがとうございました。 

基本的な技術を集約して社会システムを構築して、それをさらに海外展開、ビジネ

スにしようという非常に大胆な試みだと思います。 

皆様方、横浜のプロジェクトに対するご質問でも結構ですし、各地域で取り組まれ

ている事例でも結構ですので、ご自由にご発言いただきたいと思います。よろしくお

願いします。 

○松沢神奈川県知事 

神奈川県です。今、横浜の林市長からスマートシティのご

説明がありまして、神奈川県でも４年前に電気自動車の時代

を予測して、おそらく全国で一番早かったと思うのですが、

関連企業と県と大学で、産学官連携のプロジェクトをつくり

まして、電気自動車の開発から普及につなげようというプロ

ジェクトをつくりました。 

実は、当時はまだ電気自動車といっても、今のように脚光を浴びていない時代で、

随分いろいろと馬鹿にされました。まず、職員もみんな反対。自動車メーカーもよう

やく三菱あたりが本格的にやろうと言い始めたその前だったかな。実は、地元の日産

自動車も何度も通って口説きまして、トヨタやホンダの後をハイブリッドで追いかけ

ても勝ち目はないのだから、それはあきらめて次の技術に行った方がいい。リチウム

イオン電池の自動車は可能性があるので、これに特化してやったらどうかと。 

やはりゴーンさんは頭の切りかえが早くて、そういう時代だということで、リチウ

ムイオン電池の自動車の開発にドーンと重点を置いたんです。その時にトヨタにも行

きましたが、「松沢知事、これからはハイブリッドの時代ですよ。電気自動車なんかま

だまだ先の技術で、これからの自動車はみんなハイブリッドになっていくんです」と

すごい自信でした。でも、今はトヨタは焦ってますね。逆に 13 年か 14 年までには、

トヨタも電気自動車でやらなきゃだめだという状況でした。 

私が電気自動車を発想したのは、今、先生からもお話があったように、単に自動車

の動力が化石燃料から変わるというだけではなくて、電気自動車には街を変える、暮
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らしを変える可能性があるんだというコンセプトだったんです。先生のおっしゃると

おりです。家庭に電気自動車があり電気がたまっていれば、災害の時のバックアップ

電力にもなる。また逆に言えば夜間に充電すればものすごく安い。電気自動車は排気

ガスを出しません。極端なことを言うと、街を変えてしまうんです。ショッピングセ

ンターの廊下が広ければ、障害を持っている人は、自動車でお店の前まで行けるよう

な社会もできるわけです。 

そういう街全体を変える可能性があるので、これに取り組んできて、「ＥＶイニシ

アティブかながわ」を昨年からスタートしています。電気自動車を買う場合、県民で

あれば、補助金が国と県から出る。あと、市町村にも協力してもらっています。神奈

川県では電気自動車は、自動車関係税がＴＡＸフリーです。自動車税と自動車取得税

を０にしています。急速充電器もとりあえず 2014 年度までに 100 か所。100 ボルト、

200 ボルトコンセントは 1,000 か所置こうと。そして、走っている時も電気自動車で

よかったなということで、神奈川県の県営駐車場は電気自動車は半額です。神奈川県

内で電気自動車で高速道路に乗った場合は半額です。 

こういうインセンティブを全部つけて、今電気自動車をどんどん普及させようとい

うこと。日産リーフの予約状況も神奈川県が圧倒的に多いということなんですね。 

今後、一般の乗用車だけでなくて、どんどん動くモビリティーを電気化していこう

ということで、まず、取り組んでいるのはタクシープロジェクトです。神奈川県では

今年と来年で、電気自動車タクシーを 100 台導入します。これは神奈川県が日産自動

車とタクシー業界との連携を呼びかけて進めているもので、タクシー会社が電気自動

車を買う時は補助も出しますし、急速充電器を入れる時も補助を出します。これに福

祉を掛け合わせていまして、この電気自動車タクシーに乗った人は、障害者手帳を持

っていますと、タクシー料金が２割引になるという。こういう福祉目的も絡めて電気

自動車タクシーをやっていこうと。 

今、力を入れていますのは、次の段階に行っていまして、電気バスなんです。これ

はエリーカをつくった慶応大学の清水先生と神奈川県と。神奈川県内ではいすゞ自動

車がバスをつくっています。東芝がこのリチウムイオン電池工場を新潟につくりまし

たよね。あそこでつくるリチウムイオン電池で東芝が（電気バスに）参加する。そし

てＪＦＥエンジニアリングが電気バス用の急速ターボ充電器をつくっているんです。

産学公連携で、もう来年早々、電気バスの第一号車の試作ができます。これを使って
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デモンストレーションをやって、できれば国のご理解をいただいて、国の環境戦略、

グリーンイノベーションと成長戦略に入れていただく。リチウムイオン電池で電気化

された大型バスの一号車ができますが、できれば 10 台くらい試作車をつくって、これ

を全国のバス事業者に実証実験していただいて、それから大量生産に入っていく。そ

うすると、これが日本の輸出産業になっていきます。 

日本は今まで新幹線やリニアモーターカーを一つの日本の技術、これは環境対応の

技術でもありますが、世界の国々をまわって輸出産業にしています。一方で、世界中

で路線バスも観光バスも走っているわけですね。これはみんな排気ガスをまき散らし

ていますから、これを全部電気化していこうと。そのプロジェクトを神奈川からスタ

ートしてやっていこうということで、この電気バスプロジェクトも、いよいよ今年試

作車ができますので、１月には皆さんにお披露目できます。来年から本格的な生産に

向けた技術開発に入っていこうと思っています。 

最後に一点だけ。このリチウムイオン電池は、自動車以外にも携帯電話やパソコン

で使われるなど非常に小型化されて充電能力が高くて、今までの鉛やニッケルの電池

よりも性能がいいから、ここまで電気や電池を使った様々な汎用の可能性が出て来た

わけです。それと同じように今後は、このリチウムイオン電池を使った汎用型バッテ

リー、今、エリーパワー社という川崎市にある企業が、ここで汎用型バッテリーをつ

くっていまして、これは企業のバックアップ電力、家庭のバックアップ電力になりま

すし、移動式ですから、キャンプファイヤーもできるし、何でもできるわけです。で

すからスマートグリッドというＩＴを使った電線網、需要供給のバランスをさせると

いうことと、もう一つは汎用型リチウムイオン電池をそれに掛け合わせて、家庭でも

工場でも、あるいはキャンプファイヤーでも、いろんな形で電気を最適に使って、エ

ネルギーの消費を抑えて、ＣＯ２の少ない社会をつくっていく。 

こういうことができるのではないかと思いまして、今環境技術を持った企業をどん

どんサポートして神奈川県に誘致をしていこうとしているところでございます。以上

です。 

○テーマ座長（岡村東京都商工会議所連合会会長・東京商工会議所会頭） 

どうもありがとうございました。はい、どうぞ。 

○佐々木神奈川県商工会議所連合会会頭・横浜商工会議所会頭 

先ほど、先生がおっしゃった「化石燃料を減らしながら電力を効率的に使う富士山
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の半分しかない」ということは、おそらく、石油の可採年数

があと 42 年であると言っている話だと思います。それをいか

に長引かせて変えていくかと。 

ガソリン車が電気自動車に急に変わることはできないとい

う理由がやはりありましてね。それは、電池の問題とインフ

ラ整備の問題があるわけです。ですから、日本だけでも

7,000 万台ある自動車が急に電気自動車に変わることができないのです。当初、私は、

スマートシティの話が中心になるのかと思ったのですが、やはり、ＥＶがキーポイン

トになっていますので、この件について、少し気になった点をお話しします。 

私は自動車関連産業にいますので、ガソリン車から電気自動車への動きが気になる

のですが、急に変わることができないのならばどうなるかというと、例えば、ハイブ

リッドが、プラグインハイブリッドに変わる段階が一つあると思います。これは、１

リットルのガソリンで 60 キロくらい走るであろうと言われているものをカーメーカ

ーは開発しているわけです。これは、明らかに化石燃料の使用量を極めて少なくでき

るということで、この時代がかなり続くのではないかと。その間にインフラなどのい

ろいろなものができていく、こういう進み方になるのではないかと私は思っているわ

けです。 

１リットルで 60 キロ走る車ができれば、10 リットルで東京から大阪に行ける。そ

ういう具合に猛烈に化石燃料を効率的に使えると。その間に、ＥＶのレベルの高いも

のを開発するという具合になっていくのではないかと自動車に関してはそのように思

います。 

それから、スマートシティ戦略ですが、２つ問題がありまして、中小企業の立場で

言いますと、こういうものに対してお金がかかると。資金援助もする必要があると。

こういうことがまず第一です。 

２つ目に、中小企業にスマートグリッド産業に入ってもらって、どんどんそういう

製品を作ってもらって、経済を活性化させる。 

この２つをぜひやるように、先ほど、柏木先生がおっしゃったようにやはり地方自

治体が中心になってやらなければならないですが、そういうした政策が必要なのでは

ないかと思います。以上でございます。 

○テーマ座長（岡村東京都商工会議所連合会会長・東京商工会議所会頭） 
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はい、ありがとうございました。続いて。 

○鳥原東京商工会議所副会頭 

東京商工会議所の鳥原でございます。 

今、スマートシティの話が出ましたので、関連がありまし

て発言をさせていただきます。私からは都市全体の効率的な

エネルギー利用と企業の自主的な取り組みという面で、２点

お話させていただきたいと思います。 

まず、スマートシティなどによります都市全体の省エネ化

というのを私どもも非常に重要な課題であると認識しているところです。先ほどお話

がありましたように、横浜市で実証実験が始められておりますが、今後の事業化を見

据えて、エネルギー効率を高めやすい、そういう集積地である首都圏にふさわしいモ

デルについて官民が一緒になって検討をしていくということが非常に大事だというよ

うに思っています。 

このスマートシティの構築におきましては、国による支援と民間投資の促進という

のが欠かすことができないと思います。幸いにも首都圏では、人口、企業の集積を持

ち、投資されやすい環境にありますが、民間投資を一層誘発するために、高度な環境

対策を行う建築物への容積率の緩和を初めとした規制緩和、税制優遇などのこうした

インセンティブづけですとか、国による首都圏への重点投資などを提言していくこと

が必要だと思います。 

次に、スマートシティに至るまでもなく足元の話に近い話ではありますが、企業の

自主的な取り組みについて申し上げますと、私どもの会員企業の大半を占める中小企

業では、資金面、あるいは人材面が十分とは言えずに、省エネ対策はまだ普及、啓蒙

の段階にあるというように言えるかと思います。私どもで一昨年行いましたアンケー

トの調査でも対策のための情報入手を課題とする企業が多くありました。要するに課

題は、ＣＯ２排出量の見える化でありまして、何をすればどれくらい削減できるかを

把握することが非常に重要だと思います。 

商工会議所といたしましても、ＣＯ２排出量を把握できるチェックシート、あるい

は、中小企業の削減事例、そして、行政の補助等の施策、これらを掲載したホームペ

ージを立ち上げて、情報提供をしておりますが、更なる普及を図る上では、無料省エ

ネ診断の拡充というのが重要ではないかと考えています。例えば、東京都の制度では
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年間で原油換算 15 キロリットル以上、光熱費の目安では 100 万円程度以上の事業所が

この省エネ診断の対象となっていますが、それ以下の事業所は基本的に対象になって

おりません。中小企業でも多くの企業が取り組めば、効果は相当上がりますので、省

エネ診断の取り組み支援や、小規模な事業所の削減例、あるいはモデルを示すことな

どを首都圏共同で行ってはどうかと考えています。また、国、自治体の助成なども支

援策や排出量の計算も含めた報告書作成の手続は自治体によって異なっており、事業

所や工場が複数の都・県・市にまたがる企業にはこれが大きな負担となっているとい

うのが現実です。そのために首都圏だけでもある程度統一されるようだと取り組み促

進につながると思います。 

商工会議所も引き続き鋭意取り組んでまいりますが、共同で効果を高めることがで

きることはぜひ協力して取り組んでまいりたいと考えております。以上です。 

○テーマ座長（岡村東京都商工会議所連合会会長・東京商工会議所会頭） 

はい。ありがとうございました。 

○清水さいたま市長 

さいたま市の取り組みについて少しお話させていただきた

いと思います。さいたま市も環境先進都市を目指そうという

のが１つと、もう１つは、さいたま市なりの経済成長戦略を

つくっていこうという２つの視点から、今、電気自動車の普

及、促進を図っています。 

１つは、環境先進都市という意味合いからＣＯ２の排出量

で言いますと、さいたま市の場合は他の政令指定都市と比べて、産業の分野が非常に

低くて、どちらかというと民生の部分、あるいは、運輸の部分の割合が高くなってい

ます。運輸の部門で普通は 20%くらいですが、本市は 30％ぐらいありまして、特に自

家用車の排出量が多いことから、電気自動車の普及促進を図りながら、低炭素社会を

目指そうということで取り組ませていただいています。 

その電気自動車普及政策を「Ｅ-ＫＩＺＵＮＡプロジェクト」というように名づけ

まして、皆さんのお手元の資料にもそのプロジェクトの内容についても書かせていた

だいておりますが、基本的には市民、事業者、行政が連携をして、充電セーフティー

ネットを構築していこうということが１つ。 

そして、もう１つが需要創出をし、また電気自動車を買うインセンティブを高めて
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いこうということ。それから、地域密着型の啓発活動を行っていこうということを方

針として進めています。今、さいたま市は 10 区ありますが、各区役所を含めまして、

民間の自動車メーカー、あるいは商業施設などと連携をしまして、充電セーフティー

ネットとして充電器の設置を進めています。また、需要創出につきましては、補助金

を出しまして、電気自動車の促進を図っています。さいたま市でも昨年度は 10 台買い

ましたが、今年もまた 12 台購入させていただくということで、合計で 22 台になりま

す。おそらく地方自治体では 22 台の電気自動車を持っているというのは、トップクラ

スではないかと思います。 

それから、地域密着型の啓発活動ということで、市民の皆さんに電気自動車を理解

してもらおうということで、いろいろ商業施設などで、試乗会を開催させていただい

たり、子供たち向けに学校へ出向き、そういった授業をさせていただいています。 

また、今年の４月 26 日に、「第１回Ｅ-ＫＩＺＵＮＡサミット・フォーラム in さい

たま」というのを開催させていただきまして、埼玉県知事さん、神奈川県知事さん、

川崎市長さん、相模原市長さん、横浜市さん、千葉市さんにもご参加いただきまして、

また、東日本の指定都市、あるいは中核市のトップの方々にもご参加いただきまして、

広域的に、電気自動車が安心して乗れるような環境をつくっていこうということで、

都市間連携をしていこうということで、こうしたサミット・フォーラムを開催してお

ります。 

それからさいたま市は、環境省の事業として、今、低炭素地域づくり面的対策推進

事業という少し長い名前ですが、まず、さいたま市内においては、ＥＶのカーシェア

リングを柱としました低炭素交通推進計画の検討ということで、今年の４月に低炭素

交通推進協議会というのをつくりまして、埼玉大学、芝浦工大、駐車場の関係で三井

不動産販売、カーリースということで住友三井オートサービス、タクシー会社、バス

協会、ハイタク協会などと連携をしまして、公共交通、自転車、カーシェアリング、

それからＥＶへの代替というようなことで、多面的にＣＯ２の削減をしようと、そう

いった検討も進めさせていただいています。 

また広域連携ということで、神奈川、横浜、東京、埼玉、群馬、新潟、富山という

それぞれの地域と連携しながら、広域的な充電インフラの整備計画ということで、こ

ういった計画づくりにも取り組んでいます。 

また、国土交通省の事業ということで、利用者が安心して利用できる充電施設の配
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置に関する検証と駐車場への充電施設のスペースと操作性の検証というような事業を

行っていまして、ショッピングセンター、銀行、自動車販売店、首都高速道路などと

連携しまして、こうした実証実験を行わせていただいています。 

先般も総合特区ということで、次世代自動車特区というのを提案をいたしまして、

ＥＶに関するナンバーの創設、あるいはＥＶ用の電力を小売りレベルで量り売りでき

るような仕組みの提案をさせていただいたり、２輪や３輪というような、電気自動車

というよりも、２輪のちょっとした小さな移動手段、そういったものの車両について

のルール化といったものなど、また、水素のエネルギー関係の規制緩和ということな

ども含めて、総合特区ということで提案をさせていただいております。 

先ほど来からお話に出ていますとおり、この次世代自動車、特に電気自動車の普及

を通じて、これからの低炭素社会、新しい社会、地域コミュニティーが変わる大きな

契機となるという視点で私たちも取り組ませていただいております。特にこれらを始

める中で、企業、さいたま市内にも自動車関連企業がいくつか立地をしていますが、

さらにそういった自動車関係の企業がさいたま市に立地するような結果も生まれてき

ておりますし、いろいろな企業間の連携も進んできているというような状況もありま

して、今後、さらに経済面と環境面の両面あわせて推進をしていきたい、このように

思っています。 

○テーマ座長（岡村東京都商工会議所連合会会長・東京商工会議所会頭） 

ありがとうございました。 

○阿部川崎市長 

川崎市の取り組みについて説明させていただきます。川崎

市では、「カーボンチャレンジかわさきエコ戦略」略して、

「ＣＣかわさき」ということで、総合的な省エネ政策を進め

ております。川崎市は臨海部を中心として工業都市でござい

まして、ＣＯ２の排出量の８割は企業系でございます。 

民生部門等では、ＣＯ２の排出量は伸びているのですが、

産業系では京都議定書の目的ははるかにクリアしております。それだけ企業の努力と

いうのがこれまですさまじかったということですが、まさに企業の技術というのが、

川崎市の取り組みの基本となります。もともと公害対策で、環境関連の技術は、臨海

部を中心にして、大変発達してきておりましてそれが一つの売りでございます。臨海
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部を中心に生産活動を行いながら、通常の水準と比べてはるかに省エネ型になってい

く、あるいは、廃棄物の再利用を進めていく、エココンビナート構造ということで、

工場群がお互いに助け合いながらエコ工業地帯を形成するという考え方で取り組みを

しております。ＣＣかわさきとして総合的に取り組み始めたのは、平成 20 年の２月か

らでございます。 

内容は３つになっておりまして、１つは、企業等の持っている開発している技術を

中心として川崎市内のＣＯ２削減と国際貢献、国際協力ということで、ＣＯ２の場合に

は、大気圏で問題を起こすわけですので、環境面から、川崎市内で減らすのではなく

て、地球全体で減らすことに重点を置いております。１つはそういうことで、企業の

力で川崎市内と国際社会のＣＯ２削減を同時に省エネ技術を世界中に普及するという

戦略でございます。 

２番目は、そういうことから、特に企業が国際社会で伸びていくためには省エネ技

術を国際社会に売っていかなければなりませんので、環境対策ということで、国際貢

献をしながら企業業績を伸ばしていくというシステムを開発して、それについて力を

入れて取り組んでいます。 

それから３番目は、川崎市域のＣＯ２削減ということで、これは、事業者の生産工

程はもちろんでありますが、日常生活の市民、あるいは事務所などでもＣＯ２をでき

るだけ減らす。あるいは、再生可能なエネルギーを導入した施設を増やしていくと。

市民の日常生活で、例えば廃棄物を少なくすることに取り組むとか。そういった３本

立てでやっています。技術開発を促進する、国際貢献を促進するという意味で、独自

の基準をつくっております、これはＣＯ２削減川崎モデルということで、川崎方式を

つくっています。 

目玉になっているのが、低ＣＯ２川崎パイロットブランドです。これは、技術開発

から生産活動の中で、原料調達から研究開発、製品を生産して販売をするというとこ

ろで、全産業活動の低炭素化、省エネ化を評価するシステムです。川崎で事業を行う

企業の一つの製品のフードマイレージのようなもので、全体を評価して、国際貢献分

も評価をするということです。  

国際貢献を 100％自分たちの功績だと言うつもりはないのですが、そのうちの一定

割合ぐらいは、自分たちの功績としていく。お金をもらって、国際社会に環境関連の

技術、低エネルギーの製品を販売していくわけですから、100％というわけにはいかな
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いですが、ＣＯ２削減分量にその分を若干上乗せして、企業活動全体を評価するとい

う方式を取り入れています。そのブランドとして、今まで指定したものは、ＪＦＥの

省エネ型の製鉄であったり、空調システムであったり、いろいろなものがあります。 

もう既にいくつか認定していまして、平成 21 年の２月と 22 年の２月と、今度 23 年

で３回目になるのですが、川崎国際環境技術展というのをやって、認定した技術を初

め、省エネ活動の技術展をやっています。特に中国あたりからお客さんが来ているの

ですが、実は、先ほど展示してあったイスマンジェイはそこで展示して、これは省エ

ネとは違うのですが、いずれは省エネに貢献すると思うのですが、デンマークからも

参加しまして、デンマークの風力発電の最大手の会社があのボールベアリングを購入

するということで、つい最近、商取引が成立したばかりです。これが、商取引第一号

となります。おそらくこれからどんどん、セラミックを追い越すことになるかはわか

りませんが、かなり大きな事業になってくるのではと思っているところです。 

市のこども文化センターなどで地下水をくみ上げてそれを冷暖房に使うというシ

ステムをＪＦＥと一緒に実験をやっております。そういった取り組みが川崎市内で

20 箇所くらいあります。これは民間も含めてですが。これを、国際環境技術展で来訪

した人たちにフィールドとして見せるという取り組みをこれから積極的に行っていこ

うと思っています。これはＣＣかわさきエネルギーパーク構想ということで取り組ん

でいます。川崎国際環境技術展の特徴は、臨海部を中心として企業が現に使っている

技術、あるいは廃棄物を再利用している現場を実際に見せるエクスカーションと商談

会、実際にそこで交渉をして、導入したいという地域、国、会社があれば、そこで商

談会を行って実際に取り引きに持っていくということをやっています。それを支援し

ています。ですから、企業の研究開発のインセンティブをこういう形で与えまして、

それを国内で利用し、あるいは海外に売って利用する。そして、地球全体のＣＯ２削

減に貢献するという取り組みを進めているところです。 

スマート関係は、国立環境研究所、東芝さんも協力してもらい、地域単位で建物全

体の省エネ化などについて、実際に実験をやっているところです。 

○テーマ座長（岡村東京都商工会議所連合会会長・東京商工会議所会頭） 

ありがとうございました。猪瀬さん、お願いします。 

○猪瀬東京都副知事 

松沢さん、日産リーフ、実際に乗ってみましたか。僕は、追浜に行きまして日産リ
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ーフに乗ったんです。実際に乗ってみたら、追浜のコースっ

て２キロしかないでしょ。直線、１キロなんです。１キロで

どれくらい出るかやってみました。143 キロ出たの。そんな

に出しちゃいけないと言われたけどね。 

問題は、これでどこまで行けるのか。軽井沢まで行けるか。

軽井沢に行くまでは充電しないと無理だそうです。160 キロ

行けるけど、エアコンとか電気とか使うからね。そうすると途中で充電スタンドがな

いとダメじゃない。となると、せっかくここに皆さんがいらっしゃるから、充電スタ

ンドをこの首都圏でどれくらいつくれるかが勝負だね。つまり、行政の側でつくれる

部分はたくさんあるじゃないですか。 

中国で安い電気自動車がたくさんあるじゃないかと言ったら、日産の人が言うには、

あれはゴルフ場のカートに毛が生えたようなものだと。それなら、全然性能が違う。

確かに電気自動車は音がないから、ミラーのところに風が当たるとものすごく音がす

るんです。ミラーの音だけ気になるから、ミラーの音も出ないような形をつくってい

る。さすが日本の自動車技術だと感心したんです。 

そういうことを考えると、途中でエンコしたら終わりなんだから、この九都県市だ

けでも、充電用のスタンドが、日産は自分の販売店でやるでしょうが、公共的なスタ

ンドができれば、普及が違ってくる。補助金だけじゃなくて。実際に走れなければ終

わりなんだから、そこのところを共有すると大分違うんじゃないかと僕は思っていま

す。僕は自分で運転しながらものを考えるので高速道路の改革の時もこれはおかしい

なとわかるわけですから。今回も、やはりせっかくいい車をつくっても首都圏で走れ

ないとしょうがない。そういうことを特に強く申し上げたい。 

驚いたのは、満タンでいくらかと聞いたんですが、満タンでいくらだと思いますか。

満タンで 200 円だと言うんですよ。すごいでしょ。アメリカの西海岸でスポーツカー

が走っているじゃないかと言うんですが、あれは、本当はものすごく性能悪いんだと

言うんです。 

とにかく、我々の世界に冠たる自動車メーカーがつくっているものが、海外の市場

で勝てなければ意味がないのだから、海外の市場で勝つためには、やはり首都圏で、

ものすごく数が普及するという形で価格が下がってこなければ、競争力がつかないで

はないかと思うので、やり方はあると実際に感じました。 
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もう一つ、これも体験的な話で申しますが、太陽光パネルを自分でつけてみたんで

す。僕は港区に自分の仕事場があって、小さな３、４階のビルなんですが、北側斜線

で斜めになっているから、そこにパネルをはめてみました。  

これは、大事な問題なので、ぜひ聞いてもらいたいのですが、３キロワットのパネ

ルをつける。そうすると国の補助金は７万円×３キロワットで 21 万円。東京都は 30 万

円。区市町村が 20 とか 30 とかつけるから、80 万円ぐらいつくわけ。ところが、いざ

つけるとなったら、環境局に聞いたら、僕のところは法人登記してあるからだめです

と言われた。そんなことを言ったら、この辺の個人商店主、八百屋さんも魚屋さんも

小さなお店は全部、法人登記ですよ。  

ですから、そういう法人登記でもやはり補助金が出ないということが実はあったの

ですが、こんなはずはないだろうと。調べたら、港区で中小零細用の助成の枠が

1,000 万円あった。実は東京都もお金を出しているんですがね。 

その第一号で僕が助成を受けたんですが、太陽光パネルが大体３キロワットで

240 万円くらい。工事費が 60 万円くらいです。零細企業用の補助金は 60 万円。パネ

ル３キロワットで 180 万円だから、１キロワットが 60 万円ですね。だから 240 万円で

プリウス１台分です。60 万円補助が出たから、180 万円です。年額 10 万円しか電気代

は浮かないから、これがグリッドパリティーになるためには、180 万円だと少なくと

も 18 年かかる。18 年かかったら、やはり投資しませんね。だから、大体買い取り価

格の問題もありますが、グリッドパリティーを目指すなら、３キロワットのパネルが

100 万円くらいにならなければならない。 

税金でそんなに簡単にみんなお金は出さないから、今 48 円ですが、買い取りの政

策をきちんとやって、とにかく大体 10 年で返すと、１キロワット 30 万円。 

○柏木東京工業大学教授 

48 円で、10 年でまあどうにかなる。ただ、製品の寿命が日本製だと約 20 年ですか

らね。30 万円だと、大体 15 年もって、年間 1,000 時間ですから、１万 5,000 キロワ

ット時で 20 円。家庭用電力のグリッドパリティーが 24 円ということですから、この

価格より下回っているということですね。 

○猪瀬東京都副知事 

皆さんに申し上げたいのが、自分のところで太陽光パネルをつけている方は、いら

っしゃらないですか。自分でやらなきゃだめですよ。わからないから。そうしたら、
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工事屋さんがいかに大事かがわかるから。下手な人では、屋根に穴が空いちゃうんで

す。工事屋さんが今度は、その教育するためのプログラムができてきています。屋根

に登るというのには、３人ぐらい必要。それで下手な工事屋さんがやると穴が空いて

しまって、全部屋根を引きはがしてもう一度やり直し。 

今、雇用がないと言うけど、太陽光パネルの工事は雇用が足りないくらい。人が間

に合わない。そこで研修をやらないと、屋根に穴が空いてしまったり大変なことにな

る。結局、僕は最終的にどの工事屋さんに決めたかというと、穴の空き方を設計図に

書いてきちんと説明できた人に頼んだ。穴が空いたら、危なくてしょうがない。そう

いうところに雇用機会がある。グリッドパリティーというのは様々な雇用のチャンス

があるということなんです。以上です。 

○テーマ座長（岡村東京都商工会議所連合会会長・東京商工会議所会頭） 

ありがとうございました。具体的なご提案で、ぜひまた、後ほどご議論いただきた

いと思います。 

上田知事お願いします。 

○上田埼玉県知事 

経済人も含めた首都圏フォーラムの目的は、国がぐずぐず

して動かない部分を早く動かす、その先駆的なモデルを早く

提供するというのが一番の目的だと思っています。そこで、

先進的なモデルをいくつもご紹介いただいたのですが、こう

いうのも自治体だからできるというのもあるんですね。では、

普通の方ができるのかということも含めて言えば、これを産

業化させないといけない。 

猪瀬副知事が言われた部分と関連するのですが、例えば、東京都が一番補助金を出

しているんですが、法人の話で初めてわかりました。実は、埼玉県のほうが補助金は

少ないのですが、設置件数は埼玉県のほうが多い。そういう課題があるということが

わかりました。薄型テレビも特定の人しか買えなかった 200 万からスタートしました

が、40 万まで下がってから売れ始めました。同じように今、太陽光発電パネルは平均

的な住宅であれば 200 万くらい。しかし、いろんな補助金があって、場合によっては

100 万くらい、場合によっては 80 万から 60 万くらいの世界で、必ずしもメリットが

ない。だから、もっと安くなればというところですから、どうすれば汎用性のある安
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く大量につくることが可能になるのか。それはまた同時に世界市場を圧倒的に日本が

制することになると。 

今はドイツと日本が先行しているわけですが、ぐずぐずしているとドイツに取られ

てしまうという部分もあります。電気自動車も、いろいろお話を聞くと、通常の自動

車よりも４分の１くらいの部品で済むので、またバイクの時代は 400 社くらいあった

そうですが、今は３、４社に集約されたようです。場合によっては 400 社くらいの電

気自動車会社がつくられる可能性もゼロではない。 

そういう中で、世界市場を獲得するにはどうしたらいいのかといったことを絞り込

みながら、議論を進めていって、できれば、国が実施するように押し込んでいかない

と、先駆的なモデルを出すのも大事ですが、どうすれば本当に日本を動かせるのか、

中央政府を動かせるのか、そして、世界市場を獲得できるのかというその部分に、ぜ

ひ座長には絞っていただければありがたいというように議論を聞きながら感じていた

ところです。 

○テーマ座長（岡村東京都商工会議所連合会会長・東京商工会議所会頭） 

ありがとうございました。それでは森田知事どうぞ。 

○森田千葉県知事 

大変勉強になります。千葉県での取り組みを多少述べさせて

いただきます。代表的な取り組みといたしましては、東京電力

が銚子沖に大型の洋上風力発電システムを設置いたしました。

台風が多く通過する我が国の自然環境に適した技術の確立を目

指す実証研究を実施しております。海の上は、皆さんおわかり

のとおり、常に強い風が吹きます。ですから陸上に比べて、約

1.5 倍の施設稼働効率の向上が見込まれます。また、景観を損なわないことから、こ

の実証研究を通じて、関連技術が確立されれば、導入が進むことが期待されています。

そこで県といたしましても、この実証研究が迅速かつ円滑に進むよう情報提供や各種

調整を行うなどの支援をしているところです。 

また、県としてはもう一つ、下水道の終末処理場において、汚泥の固形燃料化を推

進しております。有機物を含んだ下水汚泥を乾燥させた後に蒸し焼きにするといった

方法でつくった固形燃料を火力発電所等で石炭のかわりに燃料として使用することが

できます。汚泥の有効利用が促進され、少しでもＣＯ２の削減に寄与することができ
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ると確信しています。また今いろんな角度から我が県でも研究しているところですの

で、今回の勉強会も十二分に参考にさせていただきたいと思います。ありがとうござ

います。 

○上田埼玉県知事 

一つ忘れてましたので。実は特区申請で埼玉県はやっているのですが、かなりの守

備範囲、エリアでやっています。例えば、水素ガスステーションなどでは、この部屋

の半分の面積が安全基準で必要なのですが、アメリカあたりでは自動車ひっくり返し

て縦にしたくらいの大きさのスタンドで十分なんです。そういう規制をかけている。 

それから、例えば、太陽光発電パネルをつけたら、その面積に関しては、緑地面積

の除外をしてあげるなど、そんなことも東京、川崎、神奈川などでやれば、大都市圏

などでは、パネルを設置するところがたくさん出てくる。緑地面積の一部をパネルに

変えるとか。結果的にはＣＯ２を減らすということでは同じですから。 

そういう規制緩和などを首都圏フォーラムで、きちんと詰め切れれば。国に対して

も、この首都圏だけ全体として規制緩和させると。そういうことも提案したら面白い

のではないかとつけ加えさせていただきます。 

○テーマ座長（岡村東京都商工会議所連合会会長・東京商工会議所会頭） 

ありがとうございました。その他、ありませんか。 

○加山相模原市長 

相模原市です。今まで具体的、政策的なお話をいただいて

おりましたが、相模原市の場合は、これからの街づくりとい

うことで今、取り組んでいますので、その事例をお話させて

もらいたいと思います。 

相模原というのは非常に田舎の都市ですが、ただ、人口密

度はかなりありまして、本市と繋がっているところの人口が、

230 万～250 万人います。これは名古屋市に匹敵します。ところがその規模に見合った

都市整備もされていないのがこの本市です。 

というのは、米軍の接収地があったということで、先ほどの日米再編計画の中でよ

うやく一部返還が合意された。実は、相模総合補給廠というのがありまして、そこが

214 ヘクタール。これは、横浜市のＭＭ２１が 186 ヘクタールですから、それよりは

るかに大きい。そこが接収地。これは、全部は返らないのですが、部分返還で、共同
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使用も含めて、52 ヘクタールが返ってくる。そこに今度、小田急多摩線という、猪瀬

先生がよく知っているのですが、東京都心、または羽田空港につながります、川崎市

さんとも繋がる構想もあるわけですが、そういった新線が入ってくる。 

これは、松沢知事にもお願いしていますが、リニア新幹線の駅が本市にできるとい

うことです。そのような新しいモデルの地域ができ上がりますので、かなり環境共生

型の都市、特にスマートシティ構想ですとか、また、アメリカなどで最近行われてい

ますコンパクトシティ、いわゆる小型にされたものが集約化してくる。こういう効率

のいい体制の中で環境都市形成をしていきたいと思っています。 

もちろん、その中で、太陽光の問題ですとか、ＣＯ２対策の問題といったものを取

り入れて、また開発をする中では、新交通システム、または、交通需要のマネジメン

ト、このようなものをしっかりした計画づくりを行っているところです。 

日本に今までないような、まさに都市計画的、また環境共生都市に見合った都市の

モデルをここでつくっていきたいと思っています。それをやるためには、民間の持っ

ている技術、それとお話のとおり、行政側の力強いリーダーシップといいましょうか、

これが必要だと思います。 

今、特区の申請も、環境型の特区の問題もいろいろとありますが、そういったこと

が可能な国の制度をぜひつくり上げていってもらいたいと思います。枝葉の問題はあ

りますが、総体的にそういうことが、地方自治体、地域で進められるというような制

度、法律をつくっていかないと、日本は再生やなんだと言っていますが、地域力、生

産力が高まらないとこういうことはできませんし、環境対策も進まないと思っていま

す。 

ぜひ、せっかくですから、こういった中で、協議してもらいまして、広域的な発想

の中で、国の制度の確立、また支援、または民間と行政、自治体との連携、こういう

システムの構築を、上田知事も言ってくれましたが、せっかくの機会ですから、そう

いう方向性を出していただきたいと思っています。 

○テーマ座長（岡村東京都商工会議所連合会会長・東京商工会議所会頭） 

はい、ありがとうございました。まだまだご意見もあるかと思いますが、時間が来

ておりますので、今までのご発言を含めて、柏木先生にご感想があれば。 

○柏木東京工業大学教授 

関東地域は産業と暮らしとエネルギーと大都市圏ですから、即このモデルが中国等
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に移転できる可能性を秘めていると思います。例えば川崎には工業地帯があり、産民

複合型エネルギーモデルとして、まずベースに原子力があり、暮らしとエネルギーに

は最大限、自然のエネルギーを取り込むシステムを提示する。この点をうまく協調で

きればアライアンスが組める。 

例えば、中国で、電気自動車を動かしても、83％が石炭火力ですから、発電所でＣ

Ｏ２はたくさん出している。そうすると、日本の場合にはベース電源が原子力ですか

ら、地産地消のシステムとうまく連携させ、例えばハウジングがスマートハウス化さ

れていけば、そこに電池を搭載した車、例えばイーモビリティーですが、全てがなる

とは私は全く思っていませんが、車の多様化により、蓄電システムが蓄電池に入って

くる。イーモビリティー化であり、プラグインなどがスマート化に拍車をかけると思

います。 

暮らしとエネルギーの中には、車載のバッテリーが一石二鳥で入ってくる。そのシ

ステムをそっくり産民複合モデルとして中国、新興国に持って行けば、関連する国内

企業のアライアンスが組めて、数少ない成長戦略を示すことができるのではないかと

思います。 

それには、技術の導入だけではなくて、今聞いていますと、もうそれぞれの自治体

の中で、社会システムも独自に組み合わせ、コミュニティーレベルで活動していると

いうことに、大きな感銘を受けた次第です。 

あとは、国レベルでは行動が遅いかもしれないので、そういう意味では先ほど上田

知事がおっしゃったように、自治体の方が早く対応できる。皆さんは直接選挙で選ば

れておられるので、住民の絶対的な支持を得ているわけですから、いいことを早くで

きる。しかし、面的なエネルギーの有効利用、かつ低炭素という話になると、どうし

ても規制改革の問題が出て来て、動きが遅くなる。よって、特区構想なるものを、あ

る地域に限定した特区構想を入れる。安全は保ちながら、経済成長が見込めることを、

いち早くできる可能性を十分に有してるのではないかという感じがしました。 

イノベーションとは、我々はよく言うのですが、新しい知識や、新しい技術が牽引

する社会構造システムの構造改革そのものだと定義します。最終的な目的は新しい価

値の創造にありますから、その地域に最も密着した価値の創造をしていだたくのが、

最終的な答えになる気がして聞いておりました。 

○テーマ座長（岡村東京都商工会議所連合会会長・東京商工会議所会頭） 
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はい。どうもありがとうございました。 

それでは、私からの提案ですが、今日はいろいろな事例や要望がたくさん、それぞ

れの都市から伺いました。今日全てを取りまとめるというのには、少しまだ議論が浅

いかと思いますので、具体的な検討を、それぞれの事務方が検討委員会のようなもの

をつくって、そこでいち早く審議を重ねて、自ら共有できるもの、国に要求すべきも

の、あるいは、この九都市県で共通して実行できるもの、そのような提案を委託をし

てはというご提案でございます。 

今日の話の中にも具体的なご提案として、インフラをどうしていくのかというのが

九都市県共通の問題であります。それ以上の枠を広げるというのは、今ではちょっと

無理かもしれません。ちょうどいいサイズではないかというような気がします。 

太陽光の問題について、技術者のお話が猪瀬副知事からありましたが、このような

問題も共有できないか。それから規制緩和についても、お互いに国に対して要求でき

るものもあるだろうと。中小企業の資金問題の話も出ておりましたので、この問題に

ついても、どうこれから考えていくのかというのをこれから詰めていく。 

だいたいおおよそ、今申し上げたような内容についての検討委員会を即座に発足さ

せて、検討して、できるだけ早い時期に、我々ももう一度、来年、次の会議で検討す

るか、もしくはできればその段階で提言を国に出すか、どちらにせよ、検討委員会の

方で、具体的な案を出してもらいたいということですが、皆様いかがでしょうか。 

よろしいでしょうか。ありがとうございました。 

それでは、そのような形で、事務方の方から検討委員会を作成して、検討に入らせ

ていただきたいと思います。 

つたない司会で時間もオーバーしてしまいましたが、大変貴重なご意見をありがと

うございました。 

それでは、猪瀬副知事に。 
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３ まとめ 

 

○座長代理（猪瀬東京都副知事） 

今、岡村会頭がおっしゃられたことで尽きておりますが、今日は地球温暖化への対

応ということで、低炭素型社会と経済成長の両立、民間と行政が連携、協力し合って

ということで、新しい形というか皆さんの力を絞って共通認識を持って進むべきとい

うところがあります。 

それでは本日の成果として、第５回首都圏連合フォーラム宣言を用意してあります

ので、お手元に配布していると思いますが。 

○事務局 

事務局から、これからお配りいたしますので少しお待ちください。 

○座長代理（猪瀬東京都副知事） 

では、お手元に配布している間に、先ほど柏木先生と控室で話していたのですが、

とにかく海外との競争に勝たなければこれはもう話にならないと。できるだけスピー

ドアップしながら、とにかく我々がこの首都圏で、民間の技術、ビジネスモデルをよ

り高品質で低価格で、市場として首都圏で揃えて、海外に出ていって、ビジネスモデ

ルを展開するということに尽きるという話で一致しました。とにかく今の国のペース

では間に合わないと。 

ということで皆さんに頑張っていただきましょうということなのですが、今配られ

たと思いますので見てください。 

○事務局 

それでは、事務局よりただ今配布しました第５回首都圏連合フォーラム宣言案につ

きまして、概要を説明させていただきます。 

ご覧いただきますと、まず前文では、最後のほうですが、「今後はさらに首都圏の

強みである先進的な技術や連携のノウハウを活用し、低炭素社会と経済成長の両立の

実現を民間と行政が一体となって取り組んで行くこと」をうたっています。 

続きまして、４つの方向性を定めてございます。 

まず１番。都市全体の効率的なエネルギー利用につきましては、後段のほうですが、

再生可能エネルギー、未利用エネルギーの利用促進、建築物の省エネ化、高効率の省
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エネ機器の普及、及びスマートグリッドの推進などの各施策において、民間と行政が

取り組んでいる先進的な事例を共有し、積極的に導入を図っていくということとして

います。 

次に２番目、環境負荷の少ない都市構造。交通体系の構築につきましては、やはり

後段ですが、民間と行政が協力して、事業所や建築物の省エネ化、また次世代自動車

の普及拡大に向けた電気自動車の充電設備の適正設置等を行っていくこととしており

ます。 

次に３番、右側です。環境関連産業の創出育成につきましては、環境分野における

新たな産業の創出を目指して、産官学が連携して、関連技術を研究開発していくとと

もに、優れた技術、製品などを生み出す中小ベンチャー企業等に対し、行政が積極的

に支援し育成していくこととしています。 

次に４番目です。環境コミュニティーの取り組み促進につきましては、住民、市民

団体、事業者等が行う先駆的な取組への支援策を研究していくとともに、中小企業の

省エネ化を推進するための取組を行うこととしています。 

これらを最後に総括しまして、５番。民間と行政の共同研究の場の設置です。首都

圏連合フォーラムのもとに、民間と行政の共同研究の場を設置することとしています。

以上です。 

○上田埼玉県知事 

前振りのところに念のため、こういう文言を入れてはどうでしょうか。 

「なお、国においては首都圏の取組については、規制緩和を初め、特段の配慮をする

こと」とか。余計な邪魔をするなと、そういう文言でも盛り込んだらどうでしょうか、

念のために。どこかで目に入るのでしょうから。 

○座長代理（猪瀬東京都副知事） 

東京都は一向に構いませんが。皆さんのところはいかがでしょう。賛成ですか。で

は、入れましょう。首都圏はエンジンですからね、エンジンに規制がかかったらダメ

ですから。では、それを入れることにしましょう。 

○石井千葉商工会議所会頭 

表現の問題ですがいいですか。２のところの真ん中辺、そ

のためには基幹道路のネットワークの早期整備を進めるとい

うこういう表現になっているのですが、前回のフォーラムの
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時には、そこをもう少し具体的に首都圏三環状という表現をしているのですね。です

から、そういう整合性を取るという意味ではこちらも三環状というようにしたほうが

いいのではないかと。どうでしょうか。 

○座長代理（猪瀬東京都副知事） 

それは、皆さんどうですか。これは、何かがあったからいじったのでしょうね。多

分、三環状を通らないところがあるから、文句を言う人がいたのでしょうね。 

○石井千葉商工会議所会頭 

ですから、三環状を初めというようにすれば。 

○座長代理（猪瀬東京都副知事） 

その辺はそのように工夫すればよろしいかと思います。あと、どなたかありません

か。 

○林横浜市長 

本日、午前中の首脳会議で、私から提案した「若年者の就労支援への取組に対する

要請書」を経済団体の皆様にお届けすることが決定されました。この場をお借りして、

各都県市の商工会議所の皆様にご説明させていただきたいと思います。 

今、要請書をお手元に配りましたので、ご覧ください。雇用情勢が、依然として厳

しい中で、とりわけ若年層の就職が極めて困難な状態が続いています。我が国が将来

にわたって元気であり続けるためには、一人一人の若者が充実した人生が送ることが

できて、いきいきと働ける社会の実現が欠かせないと思います。そこで、新規学校卒

業者及び未就職卒業者のための採用活動の拡大を初め、下の４点につきまして、これ

までもご尽力いただいておりますが、改めてこの九都県市で皆様にご要請を申し上げ

たいと思いますので、何卒ご理解とご協力をお願い申し上げます。 

景気が低迷する中で、企業経営も厳しい状況で本当に大変だとは思いますが、将来

を担う若者たちが一人でも多く就職できて、社会においてその持てる力を思う存分に

発揮できますように、ぜひ、特段のご配慮をよろしくお願いします。以上でございま

す。 

○岡村東京都商工会議所連合会会長・東京商工会議所会頭 

こういった考えのもとに商工会議所としても、なるべく多くの雇用機会を創出でき

るように努力をしていきたいと思っています。いずれにしても、いつも申し上げてい

ますが、雇用の源泉は成長にあるということなものですから、まずいかにして雇用を



 39

つくり出すかということと同時に、事業を創出するという活動もあわせてやりません

とマッチングがとれませんので、ぜひそういう意味で、我々も雇用の問題と事業の問

題とを並行して力を入れて、徹底をしていきたいと思っておりますのでよろしくお願

いします。 

○座長代理（猪瀬東京都副知事） 

林市長が提起しているのは、新卒プレミアムというのが問題だというのを言ってい

るわけですよね。成長の問題は当然なんだけど、学校にいるときに入れないとずっと

非正規になってしまうというそのシステムを日本の大手企業が何とかしてくれないか

というのがここにあるんです。 

○岡村東京都商工会議所連合会会長・東京商工会議所会頭 

２番目の３年以内の未就職者の新卒扱いというところですね。 

ここのところは徹底するように努力していきたいと思っています。 

○座長代理（猪瀬東京都副知事） 

あとは大体よろしいでしょうか。 

では、今の修文をしたものについて事務局から。 

○事務局 

事務局から、ただ今いただきました意見を修文したものをご紹介します。 

前文の一番最後に「なお、国においては、規制緩和など、特段の配慮をすることを

求める」 

２番の後段、「そのためには」の後ですが、「首都圏三環状道路など、基幹道路ネット

ワークの」とこういう続きでよろしいでしょうか。 

（一同 了承） 

事務局で、このように修文させていただきます。 

○座長代理（猪瀬東京都副知事） 

修文も終わりましたので、ほかにいいですね。 

以上をもちまして第５回首都圏連合フォーラムを終了することにいたします。なお、

次回のフォーラムにつきましては、川崎市での開催となりますので、どうぞよろしく

お願いします。 

 



 40

 
 
 
 
 

Ⅳ 第５回首都圏連合フォーラム宣言 
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「第５回首都圏連合フォーラム」宣言 
 

本日、地域経済界の代表及び九都県市の首長である我々は、地球温暖化への対

応として「成長につながる首都圏のスマートシティ戦略」について率直な意見交

換を行い、以下の内容について認識をともにし、行動していくこととした。 
 

現在、地球温暖化による環境制約の高まりの中で、都市の低炭素化推進が大き

な課題となっている。グローバル経済化のもと、首都圏が今後も国際競争力を存

分に発揮し、日本経済の牽引役として経済成長を持続させるためには、世界に先

駆けて低炭素型の環境先進都市を目指すことが必要である。 
首都圏では、第３回首都圏連合フォーラム（平成２０年）において「首都圏連

合フォーラム環境行動宣言」を行い、民間と行政が協力して地球温暖化防止につ

いての意識啓発を実施しているほか、九都県市が連携して再生可能エネルギーの

導入促進や次世代自動車の普及などの取組を進めているところである。 
今後はさらに、首都圏の強みである先進的な技術力や連携のノウハウを活用す

ることで、地球温暖化の危機を経済発展のチャンスに切り替え、低炭素社会と経

済成長の両立の実現を民間と行政が一体となって取り組んでいくこととする。 
 なお、国においては規制緩和など特段の配慮をすることを求める。 
 
１ 都市全体の効率的なエネルギー利用 

首都圏という面的広がりの中で太陽光・太陽熱・風力・波力・バイオマスな

どの再生可能エネルギーの利用を大幅に拡大し、効率的なエネルギー利用を推

進していくためには、首都圏にスマートグリッドを基盤にした新しいエネルギ

ーシステムを構築することが有効である。 
そのためには、再生可能エネルギー・未利用エネルギーの利用促進、建築物

の省エネ化、高効率の省エネ機器の普及及びスマートグリッドの推進などの各

施策において、民間と行政それぞれが取り組んでいる先進的な事例を共有し、

再開発などのまちづくり手法も活用しながら積極的に導入を図っていくこと

とする。 
 
２ 環境負荷の少ない都市構造・交通体系の構築 

都市部に集積・集中する事業所や自動車等からの CO 排出量を削減するため

に、首都圏を低炭素型の都市構造・交通体系に転換していく必要がある。 
そのためには、首都圏三環状道路など基幹道路ネットワークの早期整備を進

めるとともに、民間と行政が協力して、事業所や建築物の省エネ対策、公共交

通機関の利用促進、次世代自動車の普及拡大に向けた電気自動車の充電設備の

適正配置等を行っていくこととする。 
 
３ 環境関連産業の創出・育成 

環境・エネルギー分野で日本が世界に先駆けて先端技術を生み出し、経済発

展につなげていくためには、首都圏に集積する優れた環境技術を結集させ、環
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境関連産業を創出・育成していく必要がある。 
そのためには、成長が期待される環境分野において新たな産業の創出を目指

し、企業と行政、各試験研究機関及び大学等が連携して、環境関連技術を研究・

開発していくとともに、環境分野において優れた技術・製品・サービスを生み

出す中小・ベンチャー企業等に対し、行政が積極的に支援し、育成していくこ

ととする。 
 
４ 環境コミュニティの取り組み促進 

環境先進都市を目指すためには、住民、市民団体、事業者などが自主的に行

うコミュニティレベルでの取組を促進し、地域から低炭素型のライフスタイ

ル・ビジネススタイルへの転換を図っていくことが不可欠である。 
そのためには、民間と行政における取組事例を互いに学び、住民・市民団体・

事業者等が行う先駆的な取組への支援策を研究していくとともに、中小企業の

省エネ化を推進するための取組を行うこととする。 
 
５ 民間と行政の共同研究の場の設置 

上記を実施する際の検討等を行うため、民間と行政の共同研究の場を設ける

こととする。 
 

以上、我が国の政治、経済、文化等の中核的役割を担う首都圏を構成する我々

一同は、引き続き日本を牽引し、活力ある地域として発展していくため、「第５

回首都圏連合フォーラム」の成果を踏まえ、首都圏の抱える課題の解決に向けて、

広域連携をより一層推進することを宣言する。 
 

平成２２年１１月１５日 
   第５回首都圏連合フォーラム 
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